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 2007 年 6 月 15 日提出、2007 年 10 月 25 日再提出、2007 年 12 月 21 日審査受理。 








ている〔同(2007a)「パチンコ産業と在日韓国朝鮮人企業」『社会経済史学』第 73 巻 4 号。以下、拙稿(3)
と略す〕。また、在日の参入は、好況期において、一般的なパチンコホールの増加傾向より激しく、時期
的にも集中していた。 
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民金とは、1950 年代から 80 年代初頭まで設立された、韓国を支持する民団系列の 39














図 1 は、1997 年に調査10された在日企業 9,405 社の創業年度を代表的な産業(大・中分
類)に即して集計したものである。在日がどの産業をビジネスチャンスとして認識し、参入
したのかを歴史的に観察することができる。例えば、製造業は、戦前から 1950 年まで全
産業のなかで約 3割の在日を吸収しており、約 10%台に低下する 60年代後半になるまで、
在日が参入した最大の産業であった。ホールが 75％を占める娯楽業（2,071 社のうち 1,548
社）は、約 5 割の創業年度が不明である(表 1)が、それでも、50 年代前半、70 年代前半、




















資料については拙稿(1)の表 1 で紹介しており、「創業年度」の分析については、拙稿(3)を参照。 
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そして 80 年代前半に、在日が参入する産業のなかで 2 割以上を占めており、これらの時
期に注目された代表的な産業であった。 
 
図 1 在日が参入した産業の時代別動向 



























                                                  
11 パチンコ産業成長の時代区分については、拙稿（2005b）「パチンコ産業における特許プールの成立」
『経済学論集』第 71 巻第 3 号のはじめに、同（2006）「縁日娯楽の事業化への道－1950 年代におけるパ
チンコ産業の始動」『経営史学』第 41 巻第 2 号、を参照。以下、前者を拙稿(5)、後者を拙稿(6)と略称す
る。 
12 役物(パチンコ盤面の入賞口や釘以外に、玉の動きを変更させる装置の総称)の一種であるチューリッ
プは、1960 年を前後にして登場し、「第 2 期黄金時代の到来」と評価されるほど人気を呼んだ（日本遊技
機工業組合(1990)『日本遊技機工業組合記念誌「三十年のあゆみ」』、pp.62－63）。この人気によって、
1960 年代前半にパチンコホールへの参入が増加したとされる。 
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～1944年 24 1.8 36 2.9 15 2.8 5 0.5 5 0.4 6 0.3 120 0
1945～50年 48 3.7 100 8.1 56 10.3 13 1.3 11 0.9 60 2.9 340 3.6
1951～55年 71 5.4 97 7.9 49 9 12 1.2 45 3.9 108 5.2 467 5
1956～60年 90 6.9 139 11.3 58 10.6 42 4.1 31 2.7 104 5 587 6.2
1961～65年 137 10.5 149 12.1 55 10.1 74 7.2 79 6.8 129 6.2 739 7.9
1966～70年 186 14.3 149 12.1 60 11 116 11.3 90 7.8 125 6 880 9.4
1971～75年 99 7.6 87 7.1 32 5.9 117 11.4 78 6.7 146 7 714 7.6
1976～80年 86 6.6 70 5.7 26 7.7 150 14.6 97 8.4 108 5.2 712 7.6
1981～85年 66 5.1 62 5.1 22 4 106 10.3 76 6.6 149 7.2 646 6.9
1986～90年 74 5.7 42 3.4 13 2.4 110 10.7 83 7.2 97 4.7 604 6.4
1991～97年 29 2.2 25 2 7 1.3 55 5.4 32 2.8 50 2.4 349 3.7
不明 394 30.2 271 22.1 152 27.9 228 22.2 531 45.9 989 47.8 3,247 34.5
総計 1,304 100 1,227 100 545 100 1,028 100 1,158 100 2,071 100 9,405 100
不動産業 娯楽業 総計建設業 製造業 屑鉄 飲食店
 
（出所）図 1 に同じ。 
 














 表 2 によると、ホール事業が各地域の産業構成に占める比率は一様ではない。特に東京、
兵庫、京都、大阪など、在日企業数も多く、製造業など他の産業の構成比が高い20ところ
は、ホールの構成比は相対的に低い。こうした地域的な違いを内包しながら、この時点に
おいて、調査された 30 地域のうち 3 地域を除く全てにおいてホール経営に携わる在日が
存在し、全体の約 7％と、単独業種にしてかなりの比率を占めている。1956 年において、
ホール事業への依存度の大きさを表す地域特化度が 1 以上を示して全国比率を上回った地
域は、30 地域のうち約 45％の 14 地域で、半分を下回っていた。 




日韓国人商工会議所、前掲書。これらの資料については、拙稿(1)の表 1 と、拙稿(2)を参照。 
19 同便覧の注記によると、地域によって調査のカバリッジが異なっている。例えば在日の最大集住地域
である大阪は十分な調査が行われなかったため、企業数が東京よりも少ない。分析にあたっては、1975
年と 97 年調査の動向も考慮し、そうしたサンプルの偏りの問題を補うことにする。 
20 在日朝鮮人商工連合会、前掲書、近畿地域については、拙稿(1)も参照。 
 Hosei University Repository
「在日企業」と民族系金融機関 
 イノベーション・マネジメント No.5 - 103 -
表 2 各地域におけるパチンコ産業への依存度－1956 年 
都道府県 企業数 ホール 比率〔A〕
地域特化





栃木県 1 1 100 14.05 兵庫県 300 18 6 0.84
群馬県 16 6 37.5 5.27 長崎県 17 1 5.9 0.83
広島県 61 18 29.5 4.15 東京都 1,216 67 5.5 0.77
北海道 7 2 28.6 4.02 岐阜県 104 5 4.8 0.68
茨城県 162 44 27.2 3.82 滋賀県 43 2 4.7 0.65
埼玉県 101 22 21.8 3.06 三重県 102 4 3.9 0.55
岩手県 29 5 17.2 2.42 愛知県 544 18 3.3 0.46
千葉県 75 12 16 2.25 宮城県 81 2 2.5 0.35
青森県 8 1 12.5 1.76 山口県 87 2 2.3 0.32
新潟県 107 13 12.1 1.71 大阪府 575 11 1.9 0.27
岡山県 75 9 12 1.69 長野県 62 1 1.6 0.23
静岡県 30 3 10 1.41 和歌山県 2 0 0 0
福岡県 148 13 8.8 1.23 福島県 2 0 0 0
神奈川県 569 45 7.9 1.11 熊本県 1 0 0 0
大分県 75 5 6.7 0.94 (空白) 1
京都府 416 27 6.5 0.91 総計 5,017 357 7.1〔B〕 1  
（出所）在日朝鮮人商工連合会『在日本朝鮮人商工便覧』1957 年より集計。 
 









表 3 には、1956 年に加えて、表 2 と同様の方法で 75 年と 97 年の各地域のホールの構
成比をとり、全国平均比率に対する地域別動向を示してある。3 時点の変化に注目すると、
全産業に占めるホールの比率が 7.1％から、12.5％、16.5％へと高まっていく傾向にあっ
た。構成比の高まりとともに、特化度指数が 4 以上と 1 以下の層が小さくなる一方で、全
国比率に近い 1～3 台(特に 1 台)の階層が分厚く積み上がり、各地のパチンコ産業への依存
度が平準化した。こうして、在日におけるパチンコ産業の重要度は、ホール比率の上昇が
全国的に拡散するなかで高まった。 
                                                  
21 拙稿(5)、拙稿(6)を参照。 
22 全国ホール数は 1953 年から純減していたのに対して、在日は大よそ 50 年代前半と同様の参入の傾
向が 56 年までみられた。拙稿(3)を参照。 
23 拙稿(6)を参照。  
24 詳しくは、拙稿(3)を参照。  
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注) 地域名は都道府県単位。1956 年の全企業数には地域不明が 1 社、75 年、97 年のそれには韓国に所
































3.0～4.0未満(地域数) 茨城、埼玉(2) 大分、福島、栃木、新潟、島根(5) 大分、福島、栃木、新潟(4)
　　調査都道府県に占める地域(%) 6.5 8.5 8.1




　　調査都道府県に占める地域(%) 6.5 19.1 18.4










　　調査都道府県に占める地域(%) 19.4 25.5 42.9













　　調査都道府県に占める地域(%) 51.6 42.6 30.6
　　パチンコホールの地域平均比(%) 4.3 8.1 8.6
全産業に占める
パチンコホール比率(%)
全企業数 5,017 6,809 9,405
7.10 12.50 16.50
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最初に取り上げる 2 つの証言は、1970 年代に開業した JE 社29と MY 社30の初期投資資
金に関するものである。〈1〉－1 では商銀、〈1〉－2 では朝銀のように、両者とも民金か
ら融資を受けて最初の事業資金を調達したことが明らかになる。 


























で 1972 年にホールに進出した。 
証言〈1〉－2 開業資金 建築業 MY 社  
「パチンコの開店のとき、資金がなくて困っていたが、朝銀〔朝鮮総連系の民金〕からの融
                                                  
29 話し手は、創業者の K 氏（男性）、在日 2 世である(2005 年 6 月 3 日聞き取り調査)。聞き取り対象
者の経歴などの詳細は、紙幅の関係で割愛する。これについては、末尾の聞き取り調査リストと拙稿(3)
の表 4、〈19〉を参照されたい（以下同様）。 
30 話し手は、創業者の MY 氏（男性）、在日 2 世である(2001 年 8 月 25 日聞き取り調査)。拙稿(3)の表
4、〈9〉。 
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証言〈3〉全国展開資金 大手パチンコホール マルハン  
「京都商銀も取引があったんですけれど、これも、どうせ 1,000 万円とか、2,000 万円と
                                                  












34 話し手は、創業者の KM 氏（男性）、在日 1 世である（2004 年 4 月 24 日聞き取り調査）。拙稿(3)の
表 4、〈14〉。1959 年に開業したが、多店舗を展開した時期は不明である。 
35 京都繊維産業に携わる MO 社の代表者によると、民金は、融資の手続きが簡単であるという利便性も
あった〔拙稿(2)〕。 
36 話し手は、創業者の韓昌祐氏(男性)、在日 1 世である（2002 年 8 月 12 日聞き取り調査）。拙稿(3)の
表 4、〈8〉。 
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表 4 は、805 社の取引形態と従業員数規模の関連を集計したものである。右端欄の取引
形態全体の比率を基準として、それより高い比率の取引形態（下線）は、従業員数規模階
層別の特徴を示すとみなすことができる。 






民金を除いて信組と取引がある企業は、138 社であり、5,690 社のうち約 2%とわずかであり、中小金融
は信金、あるいは相銀と考えて良い。 
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表 4 パチンコ産業の成長と取引形態の変化 
1 民金のみ 33 25.8 31 27.0 56 39.7 17 24.3 20 25.6 31 42.5 17 35.4 6 21.2 211 30.9
2 民金＋中小金融 11 8.6 16 13.9 13 9.2 12 17.1 6 7.7 4 5.5 4 8.3 9 27.3 75 10.9
3 民金＋中小金融＋地銀 - 2 1.7 1 1.4 1 1.3 0 1 2.1 0 5 0.7
6 民金＋都銀 6 4.7 0 2 1.4 3 4.3 7 9 3 4.1 3 6.3 5 15.2 29 4.2
58 45.3 56 48.7 80 56.7 40 57.1 39 50.0 41 56.2 28 58.3 21 63.6 363 53.0
7 中小金融 45 35.2 38 33.0 41 29.1 18 25.7 23 29.5 16 21.9 11 22.9 4 12.1 196 28.6
　　信金＋相銀 - 8 7.0 16 11.3 7 10.0 7 9.0 6 8.2 6 12.5 3 9.1 53 7.7
　　相銀 26 20.3 27 23.5 16 11.3 10 14.3 15 19.2 9 12.3 4 8.3 1 3.0 108 15.7
8 中小金融＋地銀 1 0.8 0 1 0.7 1 1.4 2 2.6 2 2.7 0 1 3.0 8 1.2
9 地銀 21 16.4 13 11.3 15 10.6 9 12.9 7 9.0 4 5.5 1 2.1 2 6.1 72 10.5
10 中小金融＋都銀 2 1.6 1 0.9 - 0 2 2.6 3 4.1 3 6.3 1 3.0 12 1.7
11 地銀＋都銀 0 0 - 0 0 0 1 2.1 0 1 0.1
12 都銀 1 0.8 7 6.1 4 2.8 2 2.9 5 6.4 7 9.6 4 8.3 3 9.1 33 4.8
取引形態が分かる企業 128 100 115 100 141 100 70 100 78 100 73 100 48 100 33 100 685 100.0
記載無 55 20 18 10 7 7 1 1 120
総計 183 135 159 80 85 80 49 34 805
2.36.3 1 3.0 163.8 2 2.7 31.4 2 2.9 3
0 27 3.9
5
民金＋中小金融＋都銀 2 1.6 1 0.9 2




民金＋地銀 6 4.7 6 5.2 7 5.0 5
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として再集計してまとめたのが表 5 である。例えば、A 社の取引形態が「民金のみ」、B
社が「民金＋中小金融」、C 社が「中小金融＋地銀＋都銀」という場合、A 社が取引する代
表的な金融機関は民金（A 社の取引形態を民金に代表させる）となり、B 社と C 社は、中
小金融（B 社の取引形態を民金より規模の大きい中小金融に代表させる）、都銀（C 社の取
引形態を中小金融、地銀より規模の大きい都銀に代表させる）となる。民金のみと取引す
る A 社に比べて、より大きい金融機関と取引する B 社と C 社の企業規模が大きければ、
つまり在日企業の規模拡大と金融機関の階層上昇とに相関関係があれば、在日企業は成長
とともに金融機関との取引形態を変化させ、上位の金融機関との取引の道が拓かれたとみ
                                                  







民金 1 33 25.8 31 27.0 56 40.0 17 24.0 20 26.0 31 43.0 17 35.0 7 21.0 212 30.9
中小金融 2+7 56 43.8 54 47.0 54 38.0 30 43.0 29 37.0 20 27.0 15 31.0 13 39.0 271 39.5
地銀 3+4+8+9 28 21.9 21 18.0 23 16.0 16 23.0 12 15.0 7 9.6 2 4.2 3 9.1 112 16.3
都銀 5+6+10+11+12 11 8.6 9 7.8 8 5.7 7 10 17 22.0 15 21.0 14 29.0 10 30.0 91 13.3
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なすことができる。 





































                                                  
44 1970 年代の出荷台数からパチンコ産業の状況をみると、72 年のパチンコ台出荷台数は約 15 万台で
あり、63 年（約 7 万 5 千台）に対して 2 倍、対前年 7％増（14 万台）であった。オイルショックの影響
で出荷台数は 1973 から 75 年までは減少したが、75 年以降はホールの大規模化を背景に 80 年代まで増
都銀 地銀 都銀 地銀 相銀 商工組合中央金庫
中小企業
金融公庫
38.5 41 38.2 30.6 55 62.9 1.1 1 0.8 1.4 1.6
0.8 0.2 1.4 1 - - 0.3 1.8 1.3 0 -
0.4 0.2 0.5 0.2 0.1 - 0.5 1.3 0.5 0.3 -
0.9 0.3 1.6 0.9 0.3 - 0.3 1.8 1 0.3 -
0.5 0.4 0.6 0.5 0.6 1.5 0.8 1.2 1 1.2 3
6.1 5.7 6.7 8.7 3.1 5.3 0.9 1.1 1.4 0.5 0.9
29.3 30.4 30.1 32.2 29.2 16.1 1 1 1.1 1 0.5
0.7 0.8 0.4 0.6 0.6 - 1.1 0.6 0.9 0.9 -
4.5 4.3 3.2 3.9 0.1 - 1 0.7 0.9 - -
2.7 2.3 2.2 4.1 5.6 7.2 0.9 0.8 1.5 2.1 2.7
- - - 0.1 - 0.6 - - - - -
7.6 5.3 8.2 11.4 5.1 6.4 0.7 1.1 1.5 0.7 0.8
旅館 1.3 0.2 1.4 2.9 3.2 2.9 0.2 1.1 2.2 2.5 2.2
映画、娯楽 0.5 0.3 0.4 2.3 0.1 - 0.6 0.8 4.6 0.2 -
8 9.1 6.9 5.6 0.3 - 1.1 0.9 0.7 - -
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には、最上層の約 5 割をホールだけで説明できるまで成長する。 
 































（出所）総理府統計局『事業所統計調査報告 サービス業編』昭和 38 年、pp.166－171、昭和 47 年、pp.2
－5、昭和 61 年、pp.2－5、より作成。 
 

















事業所数総数 510,319 14,536 2.8% 事業所数総数 262,863 26,767 10.2% 事業所数総数 776,039 12,642 1.6%
１万円未満 10,404 135 1.3% 売上なし 22,963 601 2.6% 売上なし 31,891 1,047 3.3%
1～10万円 40,858 609 1.5% 100万円未満 241,368 7,073 2.9% 100万円未満 122,364 71 0.1%
10～20万円 59,693 945 1.6% 100～300万円 194,429 7,578 3.9% 100～300万円 171,728 79 0.0%
20～30万円 66,144 1,008 1.5% 300～500 64,420 2,788 4.3% 300～500 114,774 141 0.1%
30～50万円 97,764 1,611 1.6% 500～1000 44,822 2,558 5.7% 500～1000 121,417 270 0.2%
50～100万円 100,676 2,122 2.1% 1000～3000 33,906 2,582 7.6% 1000～3000 110,144 879 0.8%
100～200万円 60,706 1,776 2.9% 3000～5000 9,442 1,012 10.7% 3000～5000 30,704 621 2.0%
200～300 23,511 935 4.0% 5000～1億 7,981 1,331 16.7% 5000～1億 27,000 1,606 5.9%
300～500 10,517 999 9.5% 1～3億円 5,692 1,040 18.3% 1～3億円 19,244 2,440 12.7%
500～1000 14,403 1,333 9.3% 3～10億円 1,541 197 12.8% 3～10億円 10,823 3,343 30.9%
1000～3000 11,383 1,657 14.6% 10億円以上 298 6 2.0% 10億円以上 4,200 1,970 46.9%
3000～5000 3,055 700 22.9%
5000～1億 1,898 465 24.5%
1～3億円 998 218 21.8%
3～5億円 146 16 11.0%
5億円以上 162 8 4.9%
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3. 民金と産業構造の変化：情報の組織化 
 





























表 9 は、北朝鮮系の代表的な民族金融機関、朝銀東京の 1958 年 9 月末における産業別
出資･預金･貸出状況をまとめたものである52。組合員数の約 16%を占める製造業は、預貸
率が約 160%と全国平均 98%をはるかに上回っており、貸出全体の 3 割弱を占める。資金
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運用先としてのウェートが大きいことがわかる。それに対して、ホールが含まれる興業は、











表 9 業種別出資･預金･貸出状況（1958 年 9 月末現在、単位：1,000 円） 
預貸率
組合員数 比率(%) 金額 比率(%) 件数 金額 比率(%) 件数 金額 比率(%) B/A
製造業 555 16.4 16,021 33.1 337 145,136 16.6 370 236,263 27.4 162.8
建設業 30 0.9 545 1.1 13 12,336 1.4 11 17,650 2 143.1
商業 699 20.7 15,144 31.3 404 140,124 16 347 166,251 19.3 118.6
　　　古銅鉄 312 9.2 10,612 21.9 195 75,762 8.7 179 103,417 12 136.5
金融及び保険業 8 0.2 18 0 5 5,078 0.6 4 5,472 0.6 107.8
不動産業 20 0.6 132 0.3 10 11,067 1.3 1 18,773 2.2 169.6
運送業 26 0.8 2,227 4.6 16 23,539 2.7 17 39,178 4.5 166.4
畜産業 6 0.2 16 0 - - - 1 150 0 -
サービス業 711 21 11,283 23.3 989 434,474 49.8 278 332,709 38.6 76.6
　 興業
(ホール含）
　 料飲食 434 12.8 6,744 13.9 299 71,006 8.1 115 87,427 10.1 123.1
合計 3,383 100 48,449 100 3,364 873,058 100 1,128 862,988 100 98.8
167,199 19.4 80.1103 208,749 23.9 91132 3.9 2,013 4.2
出資 預金(A) 貸出（B)












3.2 情報の組織化－1980 年代以降 
大阪興銀が在日企業に対してホール事業への参入を積極的に勧誘する融資政策に取り




55 さしあたり、同上、を参照。大阪興銀が 1970 年末までの融資への慎重な態度から、積極的な融資開
発に戦略を転換したことについては、別の分析を用意している。 
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元役員： 例えば、パチンコだったら 10 億円貸したとするでしょう。1 件 10 億だと、












元役員： 1990 年代の 95 年までパチンコが儲かってた時期に、パチンコやりたいとい
うことで、みんな地方に行ったんです。大阪は土地が高すぎてやれない。プラスチック
やってた人 A さん、Y さんがいて、A さんは奄美１軒、Y さんは鳥取、建設していた I
さんは宮崎県で、それぞれパチンコやったんですよ。縁故ないけども、T さんという人
が大阪でパチンコをしていて、自分の出身地である宮崎で店を出した、成功、2 軒目も、










〔Ｔさん〕大阪やったら 10 億円かかるけど、宮崎やったら 2 億円。〔Ａさん〕ああそう。
2 億円くらいだったら興銀にいっぺん相談してみるわ。〔Ｙさん〕ちょっと俺も宮崎でパ
                                                  




57 大阪興銀は、注 55 で述べたように、1970 年代末から、積極的な融資政策に転換した。この転換を機
にホールなど、在日の代表的な産業に注目して融資開発を行うようになる。大阪興銀、前掲書、を参照。 
58 同項の引用文は、大阪興銀の元役員 YM 氏(2006 年 11 月 21 日聞き取り調査)の証言である。 
59 大阪興銀、前掲書、pp.203-206。 
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60 これは在日の産業構造の速い転換という特徴を更に強化するものと評価できる。 
61 プラスチック製品製造業の MM 氏の証言（2006 年 11 月 21 日聞き取り調査）。 
62 参入と退出の年次は確認できなかったが、失敗したという。 
63 拙稿(2)、拙稿(3)を参照。 
64 拙稿(3)、表 4 を参照。 
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建築・ホー
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互銀行、京都中央
〈4〉 JE社 K氏 ホール 2005年6月3日 創業者 1971 和歌山市 民金（和歌山商銀）
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